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研究成果の概要（和文）：本研究は父親の役割に適応するための父親アイデンティティの形成に焦点を当てた出
産前看護介入介入プログラムを開発することを目的とした。看護介入は独自に開発した父親ポートフォリオを用
い、産後のスケジュール作成や沐浴指導等を行った。介入前後の効果は、混合法の収束的デザインを用いて2群
間で定量的に評価した。また参加者にインタビューし、実際の産後の父親役割行動と効果的な出産前教育を調査
した。介入群10組、対照群31組であった。評価データのグループ間比較では有意差は認められなかった．しかし
質的な結果から参加者全員が介入目標を達成したことを確認し、効果的な看護介入が行われたことが明らかにな
った。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to develop a prenatal intervention program focused on the 
formation of paternal identity for adapting to the paternal role. The intervention program allowed 
participants to create a postpartum schedule using a uniquely developed paternity portfolio. Pre and
 postintervention effects were evaluated using a convergent design of mixed methods. This 
intervention effect was quantitatively evaluated between the two groups. To qualitatively examine 
the intervention's effects, participants were interviewed for effective prenatal education, and 
their paternal role behaviors were identified by the intervention. There were 10 pairs in the 
intervention group and 31 pairs in the control group. Intergroup comparison of evaluation data 
showed no significant difference. However, qualitative results clarified the effective nursing 
intervention, confirming the achievement of intervention goals by all participants.

研究分野：母性看護学・助産学

キーワード： 父親役割　出生前教育　看護介入　産後うつ　育児ストレス　夫婦関係　ポートフォリオ

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
父親がその家族に合わせた役割行動を実践できるよう、児の出生前に父親としての自己像を形成することに焦点
を当てた看護介入プログラムを開発し、介入群10組に実施、対照群31組と評価データを比較した。その結果、有
意差は認められなかったが、質的結果から効果的な看護介入が明らかとなり、全員の介入目標の達成を確認し
た。本結果が臨床応用されることで父親の役割獲得課題が達成され、第1子出生後に父親が円滑に役割行動をと
れるようになると考え意義深い研究であると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
近年、日本では父親の育児参加を積極的に推奨し、ワークライフバランスの実現に取り組んで
いる。しかし男性の育児休業取得率は他の先進国に比べて極めて低い水準である１）。夫婦の家庭
内役割分担では、夫が担う役割は少ない２）。また父親は、育児参加を求められる一方で、父親役
割不適応等により生後 1か月児をもつ父親の 11～13％が抑うつ状態にあり３）、産後うつは母親
の問題だけではなくなってきている。さらに夫婦関係満足度も児の出生後に低下している４）こ
とが報告されている。 
親への移行期における父親役割適応と予期的準備について、Ferketichら 5）が着手し、予期的、
形式的、非形式的、個人的段階の４段階を定義した役割理論を枠組みとして父親役割能力と父性
性獲得について調査し、最終的に父親がアイデンティティを確立する個人的段階に至ることを
明らかにした。予期的段階から父親役割適応を促進するための準備が必要であることは、多くの
研究でも言われている。父親の予期的段階に行う準備について、Galinsky6）は妊娠期をイメージ
形成期とよび、親となることでどのようなことが生じてくるのかをイメージし、出産の準備をす
る時期であると述べた。日本においても、諸外国に遅れて父親役割獲得過程に関する研究が着手
され、父親像の形成が重要であることが明らかにされた 7）。また妊娠期における父親のイメージ
について、理想像をもつ父親はもたない父親に比べて家事育児行動の内面的動機が高いことが
明らかにされた。これらのことから、児の出生後早期から父親役割適応を促すためには、児の出
生前から、具体的かつ実現可能なレベルで自分なりの父親役割行動が説明でき、この子の父親で
あるというアイデンティティを形成していく、すなわち父親としての自己像形成のための支援
が必要だと考えた。森田らは、児の出生前の親となる男性が出生後の父親役割行動を考える契機
となった体験を明らかにした。そしてこの体験をもつための看護の方向性を示唆した。しかし父
親としての自己像形成に焦点を当てた父親役割適応を促す出生前看護介入研究は行われていな
い。 
本研究により開発された看護介入プログラムが臨床応用されることで、父親としての自己像
形成という課題が達成され、第 1子出生後に父親が円滑に役割行動をとることができると考え、
臨床的にも意義深いと考え、本研究に着手した。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、独自に考案した初めて親となる男性の父親役割適応を促す出生前看護介入
プログラムの効果を児の出生前後に量的質的に検討し、その結果から、看護介入内容を見直し、
精錬して出産前の父親役割適応に有効な看護介入プログラムを開発することとした。 
 
３．研究の方法 
（１）研究デザイン 
研究デザインは混合研究法を用い、介入前後でデータ収集を行った。児の出生前に父親として
の自己像を形成することに焦点を当て、独自に考案した出生前看護介入プログラムを介入群に
実施した。標準的な看護を受けている対照群と、標準的な看護に加えて本看護介入を受けた介入
群を比較して、考案した看護介入プログラムの効果を検討した。看護介入効果は、エジンバラ産
後うつ病自己評価表、夫婦関係満足度、育児ストレスを両群で比較した。また、介入群において
は、Mixed-method の収束（convergent）デザイン 8）を用いて、量的データと質的データの収集
を同時期に同じ対象者に対して行い、量的データと質的データそれぞれの分析で得られた結果
を用いて、比較または関連づけ解釈する方法とした。これらの結果に基づいて、看護介入プログ
ラムを修正して改良版看護介入プログラムを開発した。 
（２）研究対象者 
介入群、対照群ともに、以下の条件をすべて満たし、研究参加について説明を受けた後、研究参
加に関して夫婦の同意が得られた第 1子出生前の親となる男性とした。 
条件は、①初めて親となる日本人男性であること、②胎児は単胎であること、③夫婦と胎児は血
縁関係があること、④妊婦及び胎児は正常な経過であること、⑤親となる男性は日常生活に支障
をきたすような健康問題を有していないこと、⑥夫婦が一緒に生活をしていること、⑦日本語が
堪能で、コミュニケーションが可能であること、⑧介入後の面接及び児の出生後面接時に録音の
許可が得られることとした。除外基準として、上記の条件を満たさないこと、さらに夫婦の同意
を得て研究を開始した後でも以下の場合は研究対象者から除外した。基準は、①研究対象者が研
究協力辞退を申し出た場合、②研究対象者に健康問題が生じた場合、③妻及び子どもの妊娠・分
娩・産褥経過に問題が生じた場合、とした。 
（３）看護介入 
研究者によるこれまでの研究結果と文献検討により、親となる男性の児の出生前の課題は、具
体的かつ実現可能なレベルで自分なりの父親役割行動が説明でき、この子の父親であるという
アイデンティティを形成する、すなわち父親としての自己像形成を行うこととした。父親として



の自己像形成は、児の出生前に父親役割に気づく体験、父親役割モデルを探索、投影、取り込む
体験、仕事と家庭内役割を調整する体験、育児準備に携わる体験、妻・わが子について理解を深
める、という 5つの体験を積み重ねることで促される。そして、児の出生前の課題を達成するこ
とで、児の出生後に円滑に父親役割行動の実践に至る、すなわち父親役割に適応する。父親役割
に適応することで、父親の産後うつや育児ストレスは減少する、そして妻と調整しながら役割を
担うことで夫婦関係も良好になると考えた。本研究では父親としての自己像形成を促す、5つの
体験の充実を促す看護介入プログラムと目標を考案した。本看護介入プログラムは集団指導で
ある出生前教育で、妻が妊娠後期時に 1回実施した。看護介入では児の出生前後で目標を立て、
目標達成に至る看護介入内容を検討した。児の出生前の上位目標を、児の出生前に自分なりの父
親役割行動を具体的かつ実践可能なレベルで考えることができるとした。さらに下位目標を５
つ立案した。また児の出生後の目標は、出生前に具体的にした父親役割行動を実践できること、
また EPDS 得点が 8点以下、夫婦関係満足度が低下しない、育児ストレスが高くないこととした。
これらの目標を達成するための看護介入プログラムの内容は「スケジュール説明、自己紹介」「新
生児の特徴に関する説明」「出生後の母親の体と心に関する説明」「出生後の生活に関する説明」
「出生後の生活のスケジュール立案ワーク」「父親役割モデルの探索」「オリジナル沐浴動画の視
聴と沐浴体験」であった。本看護介入プログラムには４つの独自性がある。1つ目は、研究者が
独自に開発したパタニティポートフォリオ 9）を活用し、父親となる自尊感情を高め、父親役割
行動の内的動機づけを高めたことである。2つ目は各家庭に合わせて沐浴場所や道具を想定して
行う沐浴体験を通じて、沐浴時の姿勢の工夫や新生児の更衣の場所等を夫婦で検討しながら育
児の参加体験型学習を提供したことである。3つ目は産後の生活のスケジュール立案作業や家庭
内役割分担チェックリストといった夫婦で取り組むことのできる作業を実施し、夫婦による子
育て生活の話し合いを促進させたことである。4つ目は 1回の開催に参加できる夫婦を 5組未満
とし少人数制で夫婦間の相互交流の場を提供したことである。 
 看護介入を実践する前に、看護介入を適切に運営するために初めて親となる男性とその妻を
対象に本看護介入プログラムを実践した。実践後、対象者に看護介入の適切性についてアンケー
トを行い、得られた評価に対して母性看護学の専門家からスーパーバイズを受け、実際の看護介
入を実施した。 
（４）データ収集方法 
研究対象者の抽出は、研究協力施設における選定法、スノーボールサンプリング法、施設で行
われている出生前教育で研究の説明と依頼を行った。本研究は、ベースラインデータとして対照
群を先にデータ収集し、募集予定人数が集まり次第、介入群のデータ収集を行った。対照群は、
妻が妊娠後期にある時期に基本情報と QMI、EPDS を収集した。そして産後 2か月時に追加基本情
報、EPDS、QMI、PSI-SF を収集した。介入群はまず看護介入前に基本情報、EPDS、QMI を収集し
た。そして看護介入から約 1週間後に、半構成的面接法にて看護介入により具体的となった自分
なりの父親役割行動と、その自分なりの父親役割行動を考えることにつながった効果的な出生
前教育の内容について調査した。また産後 2カ月に対象者の追加基本情報と EPDS、QMI、PSI-SF
を収集した。加えて、半構成的面接法にて実際に行っている父親役割行動と、その父親役割行動
を考えることにつながった効果的な出生前教育の内容を収集した。 
（５）分析方法 
看護介入プログラムの効果は、産後うつ（EPDS）、夫婦関係満足度（QMI）、育児ストレス（PSI-
SF）の 3つのアウトカムに関する 2群間の比較により量的に検討した。さらに介入の効果を質的
に検討するために出生前に看護介入により具体的となった自分なりの父親役割行動と効果的な
出生前教育の内容を面接調査した。また出生後も実際に行っている父親役割行動と効果的な出
生前教育の内容を収集した。得られたデータを帰納的に分析し、考案した看護介入プログラムと
対応した。 
（６）倫理的配慮 
本研究は、千葉大学大学院看護学研究科倫理審査委員会において承認後、開始した。研究実施
時は、自由意志の尊重、個人情報・プライバシーの保護、安全性の保障等について遵守した。 
 
４．研究成果 
（１）介入群および対照群の対象特性 
 本研究では最終的に介入群 10 名、対照群 31名を対象とした。ただし介入群 1名は、多忙を理
由に、産後 2カ月時のアンケート調査の結果は得ることができなかった。基礎情報を分析した結
果、両群ともに高学歴で、妻の年齢以外統計学的に均質であった。学歴は、大学卒業以上が介入
群 7名（77.8％）、対照群 23 名（74.2％）であった。本看護介入は、1回につき 2組の対象者が
参加した。計 5回の出生前教育を実施した。 
（２）看護介入プログラムの効果 
看護介入プログラムの効果を 2 群間で比較した結果、 出生前後の EPDS 得点ともに有意差は
認められなかった（出生前 p=.557,出生後 P=.455）。出生後 EPDS 得点が 9 点未満であったのは
介入群 9名、対照群 28名であった。また出生前 QMI 得点と出生後 QMI 得点の両群を比較した結
果、介入群と対照群に有意差は認められなかった（出生前 p=.726,出生後 P=.610）。出生前後の
QMI得点の時期の比較は、両群ともに有意差は認められなかった（介入群P=.650,対照群P=.415）。
両群の QMI 得点を介入群の有無と時期の 2元配置分散分析をした結果、交互作用、主効果ともに



有意差は認められなかった。PSI-SF 得点の両群の比較では、PSI-SF 総得点（P=.840）、子どもの
側面総得点（P=.597）、親の側面総得点（P=.365）でいずれも有意差は認められなかった。 
（３）考案した看護介入プログラムの最終・上位目標（出生前・出生後）の達成度 
 児の出生前の最終目標である、自分なりの父親役割行動を具体的かつ実践可能なレベルで考
えることができるは、全員が具体的に自分なりの父親役割行動を考えられており、達成できたと
評価した。また１～５の上位目標も、自分なりの父親役割行動を考えることにつながった効果的
な出生前教育の内容から達成できたと評価した。児の出生後の目標である、児の出生前に具体的
にした父親役割行動を実践することができるは、育児や妻への精神的支援は全員が実施できて
いた。特に看護介入で実践した沐浴や更衣等の育児は全員が実践していた。しかし、一部の家事
や生活習慣の修正の実践ができなかったと述べた対象者もいた。 
（４）自分なりの父親役割行動を考えることにつながった効果的な出生前教育の内容 
児の出生前に得た、自分なりの父親役割行動を考えることにつながった効果的な出生前教育
の内容は、158 のコードを抽出し、その意味内容の同質性、異質性に基づき分類し、31のサブカ
テゴリーとなった。さらに同様に分類し、最終的に６つのカテゴリーとなった。この６つの看護
介入の内容は「父親として基本的な育児技術・知識の獲得を促す支援」、「自分たちなりの産後の
生活を構築する支援」、「父親役割準備行動や課題の明確化を促す支援」、「母親の身体的精神的負
担と具体的な父親役割の理解を促す支援」、「親役割モデルと親同士の交流の場を提供する支援」、
「父親を中心とした体験学習の提供」であった。また児の出生後に得た、自分なりの父親役割行
動を考えることにつながった効果的な出生前教育の内容は、143 のコードを抽出し、その意味内
容の同質性、異質性に基づき分類し、26 のサブカテゴリーとなった。さらに同様に分類し、最
終的に６つのカテゴリーとなった。６つの看護介入の内容は、「自分たちなりの育児方法・目標
を明確にする支援」、「夫婦で話し合い子育ての考えを共有する支援」、「初めて父親になる人の立
場にたった根拠に基づく情報提供と基本的育児技術の獲得支援」、「自分たちの産後の生活を現
実的に受け止め父親役割の認識を促す支援」、「父親中心に親同士が交流し情報を得るための支
援」、「父親が安心できる学級環境と教材の提供」であった。 
５）改良版看護介入プログラムの開発 
出生前後の質的結果より、いずれの目標も達成していたが、対象者の立場に立って焦点化・具
体化されていなかった一部の上位目標、看護内容を修正し、改良版看護介入プログラムを作成し
た。 
 
以上の結果より、看護介入プログラムの効果である EPDS 得点、QMI 得点、PSI-SF 得点のいず
れも有意差は認められなかった。これらの理由として、両群ともに育児に対して積極的な男性の
集団であったことが影響していると考えられる。夫婦関係満足度では、中島ら 10）の調査結果と
比較しても、本研究対象者は平均的な夫婦関係満足度であったと考える。そして介入の有無及び
時期による両群の差は認められなかった。両群ともに、もともと夫婦関係が良好であったと考え
られ、父親になることに積極的な男性の集団であったと考える。 
また看護介入の目標達成状況は、介入群全員が看護介入後に、児の出生前に自分なりの父親役
割行動を具体的かつ実現可能なレベルで考え説明することができ、児の出生前の最終目標を達
成できていた。このことから本看護介入が目標に合致した内容だと考えられる。児の出生後の最
終目標では、出生前に具体的にした父親役割行動のうち、育児や妻への精神的支援は全員が実施
でき、本看護介入の効果があったと考えられる。Márquez Fら 11）の調査でも、父親は積極的に
育児に関わろうとする体験をしている。父親にとって具体的に考えることができた育児や妻へ
の支援は、積極的に行いやすかったと考える。一方、一部の家事や生活習慣の修正は実際に実践
することが難しかった。これは本看護介入から出生までの時間が短い対象者もいたことから、対
象者は児の出生後の生活習慣の修正が必要だと気づいても、出産までに仕事の調整が難しかっ
た可能性がある。これらをふまえ、本看護介入によって父親役割行動の実践につながったことが
評価できるとともに、さらに児の出生後に、その時の父親、母親、児の状況に合わせた専門家に
よる支援が必要であると考える。 
研究対象者を出産施設等で便宜的に募集したが、両群ともに高学歴で、育児に関心の高い、初
めて親となる男性であったことが研究の限界である。今後の課題は、本看護介入プログラムを臨
床の場で実践するために看護職者への研修会を行い、実践を経て、現場で活用しやすい看護介入
プログラムの内容を検討していくことである。 
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